












This paper examines the relationship between dual-representation
systems and voter turnout. First, it employs a descriptive method to
verify the existent and extent of variation in relative voter turnout, which
is ratio of voter turnout in a municipal assembly election to voter turnout
in a mayoral election. Second, it presents a model which hypothesizes
that relative voter turnout is function of not only the number of elected
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海外の投票率に関する研究も特定の選挙の分析であれば蓄積されている10)。









































る。なお、地方選挙は基本的に 4年に 1度行われるため、期間を 2期に分け、









































ほうが高い都市が多い。第 1期は 284都市（73.01%）、第 2期は 278都市
（77.87%）となっている。
・相対的投票率が 0.90～1.10未満の区間に該当する都市の割合、つまり 2つ









㒔ᕷᩘ ๭ྜ 㒔ᕷᩘ ๭ྜ
0.70῍0.80未満 3 0.77% 4 1.12%
0.80῍0.90未満 19 4.88% 11 3.08%
0.90䡚1.00ᮍ‶ 83 21.34% 62 17.37%
1.00 0 0.00% 2 0.56%
1.00䡚1.10ᮍ‶ 100 25.71% 97 27.17%
1.10䡚1.20ᮍ‶ 72 18.51% 72 20.17%
1.20䡚1.30ᮍ‶ 44 11.31% 46 12.89%
1.30䡚1.40ᮍ‶ 15 3.86% 29 8.12%
1.40䡚1.50ᮍ‶ 27 6.94% 18 5.04%
1.50䡚1.60ᮍ‶ 9 2.31% 6 1.68%
1.60䡚1.70ᮍ‶ 8 2.06% 6 1.68%
1.70䡚1.80ᮍ‶ 2 0.51% 3 0.84%
1.80䡚1.90ᮍ‶ 3 0.77% 0 0.00%
1.90䡚2.00ᮍ‶ 0 0.00% 0 0.00%
2.00䡚2.10ᮍ‶ 1 0.26% 1 0.28%
2.10䡚2.20ᮍ‶ 3 0.77% 0 0.00%














18) さらに第 1 期と第 2 期の各区間に占める割合を比較すると、どちらも 1.00～1.10 未満の区間
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次に第 1期と第 2期のどちらでも相対的投票率が確保できた 279都市に注
目する。第 1期で相対的投票率が 1.00以上だった 206都市のうち、第 2期も
1.00以上だったのは 176都市（85.44%）であった。第 1期で 1.00未満だった





































総数を 1としたとき、定数 1の首長選で当選するには 50%よりも多くの票を










21) 政令市を除いた市議会の議員定数は、歌志内市の 8 や夕張市の 9 から船橋市と鹿児島市の 50
まで幅がある（2016 年 12 月 31 日現在）。
22) Horiuchi（2005）は相対的投票率（市町村議会選挙の投票率／衆院選の投票率）を従属変数、
有権者 1 人当たり定数の比率を説明変数として加重最小二乗法（Weighted Least Squares）
を行い、有意な結果を得ている。
23) 砂原・稗田・多湖（2015）の 69 頁。
24) 現行制度は少数派を代表する議員も当選可能性が高いという意味で比例性が高い制度とも言える。
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予算過程 首長 議会 
編成 ○ 
審議 再議権 ○ 
議決 専決処分 ○ 
執行 ○ ― 
― 




















29) 名取（2003）の 88 頁や砂原（2011）の 50 頁を参照。
| 95 |

















り、市長と市議会の応答性をそれぞれ BM と BA で表している。図 1で BM
が BA よりも高い位置取りなのは、相対的な首長優位を反映させているからで
ある。横軸は 1人当たり定数（P）であり、市議選の相対的な大きさを反映さ






30) 牛山（2016）によれば、2014 年 5 月から 2015 年 5 月までに行なわれた選挙で当選した市区










UA で一定とする。また市議会の政策応答性も BA で一定とする。つまり、各
都市では 1人当たり定数のみが異なるとする。
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は相対的投票率は 1よりも小さくなる。












そして市議選の 1人当たり定数（PA ¢ P 0A ¢ P
00
A）は図 1と図 2で同じである。
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